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門真市教育振興基本計画 

（素案）新旧対照表 

 

～子どもの夢と幸せをみんなではぐくむ門真の教育～ 
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素案Ｐ4（案Ｐ４） 

＜新＞ 

（２）家庭・地域の状況 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

 

① 一般世帯の状況 

平成 22 年の国勢調査によると、一般世帯の総数は、57,848 世帯となっており、その

うち核家族世帯は、32,218世帯で全体の55.7％を占めています。 

図 一般世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

資料：国勢調査（平成22年は総数に不詳を含む） 
 

 

② 母子世帯・父子世帯の状況 

 ひとり親世帯（母親と子どもから成る世帯及び父親と子どもから成る世帯）のうち、未

婚者、死別または離別の母親あるいは父親と20歳未満の子どものみで構成される一般世

帯を母子世帯、あるいは父子世帯と言います。母子世帯は、全体の約２％を占め、父子世

帯は、全体の約0.24％を占めています。 

 図 母子世帯・父子世帯の状況 

 平成２年度 平成７年度 平成12年度 平成17年度 平成22年度 

一般世帯 50,382世帯 53,522世帯 54,121世帯 54,772世帯 57,848世帯 

母子世帯 1,065 世帯 888 世帯 1,149 世帯 1,379 世帯 1,294 世帯 

母子世帯率 2.1％ 1.7％ 2.1％ 2.5％ 2.2％ 

父子世帯 206 世帯 170 世帯 162 世帯 132 世帯 137 世帯 

父子世帯率 0.41％ 0.32％ 0.30％ 0.24％ 0.24％ 

資料：国勢調査 
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※但し、ここでの子どもは 20歳以上も含む 
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素案Ｐ４（案Ｐ４） 

＜旧＞ 

（２）家庭・地域の状況 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

 

① 一般世帯の状況 

平成 22 年の国勢調査によると、一般世帯の総数は、57,848 世帯となっており、その

うち核家族世帯は、32,218世帯で全体の55.7％を占めています。 

子どものいる世帯の状況をみると、夫婦と子どもから成る世帯数は減少していますが、

母親と子どもからなる世帯（母子世帯）、父親と子どもからなる世帯（父子世帯）数は増

加しており、ひとり親世帯は平成22年には約２割となっています。 

 

 

図 一般世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

資料：国勢調査（平成22年は総数に不詳を含む） 
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素案Ｐ９（案Ｐ10） 

＜新＞ 

  

基本目標１  「０歳からの１５年一貫教育※６で子どもの夢と幸せをはぐくみます」 

 

子どもたちが、将来に希望を持ち、自らの夢と幸せを実現していけるように、義務教育修

了までの15年間を一つながりとして捉え、障がいのある子どもや困難な家庭状況の子ども

はもとよりすべての子どもたちの多様な学びや成長の機会を作ります。そして、これまで以

上に、一人ひとりがわかる喜びや学ぶ楽しさ、生きる喜びを実感する教育活動に取り組み、

子どもたちに基礎学力や主体的に学ぶ意欲、自分を律し、他者を思いやる心、豊かな人間性

等を育んでいきます。 

 

                                                    

※６ ０歳からの 15年一貫教育 本市では、就学前から義務教育修了までの 15年間を一つながりとして捉
え、保護者への支援、子育てへの支援、教育等について、学校・家庭・地域・行政みんながつながり、
総ぐるみで子どもたちの夢と幸せをはぐくんでいこうとすることを意味する。 

 

 

素案Ｐ11（案Ｐ12） 

＜新＞ 

 ３ 計画の体系 

 

  

基本目標１ 

 

０歳からの１５年一貫教育で子ども

の夢と幸せをはぐくみます 

基
本
目
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素案Ｐ９ 

＜旧＞ 

 

基本目標１  「１５年一貫教育※６で子どもの夢と幸せをはぐくみます」 

 

子どもたちが、将来に希望を持ち、自らの夢と幸せを実現していけるように、義務教育修

了までの15年間を一つながりとして捉え、障がいのある子どもや困難な家庭状況の子ども

はもとよりすべての子どもたちの多様な学びや成長の機会を作ります。そして、これまで以

上に、一人ひとりがわかる喜びや学ぶ楽しさ、生きる喜びを実感する教育活動に取り組み、

子どもたちに基礎学力や主体的に学ぶ意欲、自分を律し、他者を思いやる心、豊かな人間性

等を育んでいきます。 

 

                                                    

※６ 15 年一貫教育 本市では、就学前から義務教育修了までの 15 年間を一つながりとして捉え、保護者へ
の支援、子育てへの支援、教育等について、学校・家庭・地域・行政みんながつながり、総ぐるみで子
どもたちの夢と幸せをはぐくんでいこうとすることを意味する。 

 

 

素案Ｐ11 

＜旧＞ 

 ３ 計画の体系 
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素案Ｐ12（案Ｐ13） 

＜新＞ 
 

＜基本目標１＞ 

「０歳からの 15年一貫教育で子どもの夢と幸せをはぐくみます」 

 
 

今後の方向性 

児童・生徒の理解を促進し、意欲的かつ主体的な学びを育むために、すべての子どもが認め

られる関係づくり※９を基盤とした、すべての子どもがわかる授業づくりが大切です。   

そのような授業をとおして基礎的な知識・技能を確実に習得し、実生活や授業の中でそれら

を活用しながら自ら課題を発見し、その解決に向けて主体的、協働的に探究することができる

よう、授業について一層の改善を図っていきます。 

 

③ ＩＣＴ※1Ｐ１機器の活用  

子どもたちのＩＣＴ活用能力の向上や携帯電話、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキン

グ・サービス）等の利用も含めた情報モラルについて適切な理解を図るとともに、子ども

が自ら興味を持てるような授業づくりに向けて、子どもたちがＩＣＴ機器を効果的に活用

した言語活動やグループ学習の充実を図ります。 
                                                    

 ※９ 関係づくり 多様な個性・生活を持った子どもたちが、様々な関わりの中で個性を磨き合い、互いの存在を

尊重しながら信頼で結ばれた成長し合う関係をつくること。 

  ※10 アクティブ・ラーニング 課題の発見と解決に向けて主体的・協働的に学ぶ能動的な学習。 

 

素案Ｐ16 

＜新＞ 
 

① 道徳教育推進教師を中心とした指導体制の充実 

各学校の校長の方針のもと、道徳教育推進教師を中心に、学校全体で計画的、協働

的な道徳科の指導体制を構築します。また、定期的に道徳教育推進教師連絡会を開催

し、各小中学校での道徳教育の取組や実践の交流を行い、自尊感情（自己肯定感、自

己有用感）や規範意識をより高める取組を推進します。 
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素案Ｐ12 

＜旧＞ 
 

＜基本目標１＞ 

「15年一貫教育で子どもの夢と幸せをはぐくみます」 

 
 

今後の方向性 

児童・生徒の理解を促進し、意欲的かつ主体的な学びを育むために、すべての子どもが認め

られる集団づくり※９を基盤とした、すべての子どもがわかる授業づくりが大切です。   

そのような授業をとおして基礎的な知識・技能を確実に習得し、実生活や授業の中でそれら

を活用しながら自ら課題を発見し、その解決に向けて主体的、協働的に探究することができる

よう、授業について一層の改善を図っていきます。 

 

③ ＩＣＴ※1Ｐ１機器の活用  

子どもたちのＩＣＴ活用能力の向上や情報モラルについて適切な理解を図るとともに、

子どもが自ら興味を持てるような授業づくりに向けて、子どもたちＩＣＴ機器を効果的に

活用した言語活動やグループ学習の充実を図ります。 

 
                                                    

 ※９ 集団づくり 多様な個性・生活を持った子どもたちを丁寧につなぎ、集団の中で個性が輝き合い、互いの存

在を尊重しながら信頼で結ばれた成長し合う関係をつくること。 

  ※10 アクティブ・ラーニング 課題の発見と解決に向けて主体的・協働的に学ぶ能動的な学習。 

 

素案Ｐ1６ 

 

  

＜旧＞ 
 

① 道徳教育推進教師を中心とした指導体制の充実 

各学校の校長の方針のもと、道徳教育推進教師を中心に、学校全体で計画的、協働

的な道徳科の指導体制を構築します。また、定期的に道徳教育推進教師連絡会を開催

し、各小中学校での道徳教育の取組や実践の交流を行い、規範意識や自己肯定感、自

己有用感を高める取組を推進します。 
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素案Ｐ17（案Ｐ18） 

＜新＞ 

 

⑤ 情報モラル教育の充実 

急速に変化するネット環境に対応するために、子どもたちが容易にいじめやトラブ

ルに発展しかねないインターネット上のコミュニケーションの特性を理解し、ネット

ワーク上のルールやマナー、危険回避、個人情報やプライバシー、人権侵害や著作権

への対応などについてしっかりと学び、安全に携帯電話、スマートフォンやＳＮＳ（ソ

ーシャル・ネットワーキング・サービス）等を利用できるよう取組を充実してまいり

ます。あわせて、家庭でのルールづくりやフィルタリング設定についても、情報発信

していきます。 

 

⑥ 国際理解教育の推進 

さまざまな文化的背景を持つ子どもたちが、自らのアイデンティティを保持し、大

切にしながら、自分と異なる文化も尊重することをめざします。そのために「門真市

在日外国人教育基本方針」に基づき、門真市在日外国人教育推進協議会とも連携しな

がら、多文化共生をめざした国際理解教育を推進します。また、諸外国につながりを

持つ児童・生徒が、日本で生きていくための力を高められるよう、在籍校に対し、自

立支援通訳者の派遣をはじめ、引き続き支援を行います。 

 

 

素案Ｐ18（案Ｐ19） 

＜新＞ 

実施施策 （４）食育・健康づくりの推進 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

現状と課題 

健康や食を取り巻く環境、食に対する価値観が大きく変化し多様化しています。核家族化

やライフスタイルの変化に伴い、家族と食卓を囲む機会の減少、朝食を摂らないなど食生活

の乱れや肥満傾向の増加、過度の痩身等の課題が見られています。また、近年、食物アレル

ギーを持つ子どもが増加しています。 
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素案Ｐ17 

＜旧＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 国際理解教育の推進 

「門真市在日外国人教育基本方針」に基づき、門真市在日外国人教育推進委員会と

連携しながら、門真市国際交流事業「ワイワイパーティ」等への支援を通して、多様

性を実感することで自他のアイデンティティを尊重する態度を醸成し、国際理解教育

を推進します。また、諸外国につながりを持つ児童・生徒が、日本で学び生きていく

ための日本語力を高められるよう、在籍校に対し自立支援通訳者を派遣し、特別の教

育課程による日本語指導※22の体制づくりを進めます。 

 

 

素案Ｐ18 

＜旧＞ 

実施施策 （４）食育・健康づくりの推進 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

現状と課題 

健康や食を取り巻く環境、食に対する価値観が大きく変化し多様化しています。核家族化

やライフスタイルの変化に伴い、家族と食卓を囲む機会の減少、朝食を摂らないなど食生活

の乱れや肥満傾向の増加、過度の痩身、食物アレルギーの増加等の課題が子どもたちに見ら

れています。    
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素案Ｐ19（案Ｐ20） 

＜新＞ 

 

今後の方向性 

障害者権利条約の理念を踏まえ、障がいのある子どもが、自尊感情を高め、その能力や可

能性を最大限に伸ばし、社会参加や自立できるよう個々の教育的ニーズに的確に応え、多様

で柔軟な取組を推進します。また、障がいのある子どもが、地域の同世代の子どもや人々と

の交流をとおして地域での社会生活の基盤を形成し、地域社会の中で積極的に活動でき、豊

かに生きていくことができるよう、「ともに学び、ともに育つ」教育※24を推進していきます。 
 

②通級指導教室※26の拡充 

学級には多様な発達課題のある子どもやさまざまな教育的支援が必要な子どもが増加して

おり、それぞれの子どもがその特性に応じた必要な支援を受けられるよう、通級指導教室の

拡充・推進を図ります。 

 

 

素案Ｐ20（案Ｐ20） 

＜新＞ 
 

現状と課題 

本市は、障がいのある子どもの人権を尊重し、自立と社会参加をめざして一人ひとりの可

能性を伸ばしていくために、総合的な支援体制を推進してきました。しかし、学校現場では

経験豊富な教職員の退職に伴う教職経験の浅い教員の増加や、少子化に伴う学校の小規模化

により１校あたりの教員数が減少し、支援教育に関する知識・技能を磨く機会やスキルの伝

達ができにくい状況があります。 

障がいの多様化への対応や学級に在籍する発達障がいのある子どもへの適切な支援を行う

ため、すべての教職員に支援教育の専門性の向上が求められています。 

 
                                                    

※  校内委員会 支援コーディネーターを中心として、支援が必要な児童・生徒の実態把握を行い、学級担任をは

じめ学校全体として個々の児童・生徒への指導や支援方策を具体化する会議のこと。 

※27 支援教育コーディネーター 校内の支援を必要とする児童・生徒の状況把握、校内研修の企画・実施等を行い

各校における支援教育の推進を担う教員のこと。 

※28 地域支援リーディングスタッフ 市内各小・中学校へ教育相談・校内研修等を行う巡回相談員として、府立支

援学校に配置された教員のこと。 

※29 門真市リーディングチーム 各学校から発達障がい等の児童・生徒への支援要請に対して学校を訪問し、児童・

生徒の様子を観察分析し、個々の児童・生徒に応じた適切な支援が行われるよう指導・助言するチーム。 
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素案Ｐ19 

＜旧＞ 

 

今後の方向性 

障害者権利条約の理念を踏まえ、障がいのある子どもが、その能力や可能性を最大限に伸

ばし、社会参加や自立できるよう個々の教育的ニーズに的確に応え、多様で柔軟な取組を推

進します。また、障がいのある子どもが、地域の同世代の子どもや人々との交流をとおして

地域での社会生活の基盤を形成し、地域社会の中で積極的に活動でき、豊かに生きていくこ

とができるよう、「ともに学び、ともに育つ」教育※24を推進していきます 
 

② 通級指導教室※26の拡充 

通常の学級に在籍する発達課題を持つ子どもが増加する中、子どもがその特性に応じた必

要な学習支援を受け、個々の教育的ニーズに応えられるよう通級指導教室の拡充・推進を図

ります。 

 

 

素案Ｐ20 

＜旧＞ 
 

現状と課題 

本市は、障がいのある子どもの人権を尊重し、自立と社会参加をめざして一人ひとりの可

能性を伸ばしていくために、総合的な支援体制を推進してきました。しかし、学校現場では

経験豊富な教職員の退職に伴う教職経験の浅い教員の増加や、少子化に伴う学校の小規模化

により１校あたりの教員数が減少し、支援教育に関する知識・技能を磨く機会やスキルの伝

達ができにくい状況があります。 

障がいの多様化への対応や通常の学級に在籍する発達障がいのある子どもへの適切な支援

を行うため、すべての教職員に支援教育の専門性の向上が求められています。 

 
                                                    

※27 支援教育コーディネーター 校内の支援を必要とする児童・生徒の状況把握、校内研修の企画・実施等を行い

各校における支援教育の推進を担う教員のこと。 

※28 地域支援リーディングスタッフ 市内各小・中学校へ教育相談・校内研修等を行う巡回相談員として、府立支

援学校に配置された教員のこと。 

※29 門真市リーディングチーム 各学校から発達障がい等の児童・生徒への支援要請に対して学校を訪問し、児童・

生徒の様子を観察分析し、個々の児童・生徒に応じた適切な支援が行われるよう指導・助言するチーム。 
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素案Ｐ23（案Ｐ24） 

＜新＞ 
 

実施施策 （２）小中一貫教育の推進 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

現状と課題 

子どもたちを取り巻く社会の状況が激しく変化する中、子どもたちが抱える課題が多様化、

複雑化してきていることを受け、義務教育期間を中心とする学校種間の円滑な連携・接続が

求められています。 

・・・・ 

本市では、平成 19 年度に「門真市小中一貫推進プラン」の策定に始まり、その後「一貫

教育課程研究委員会」を立ち上げるなど、就学前から義務教育修了までの育ちを見通した取

組の企画や交流を重ねてきました。その結果、小中学校の教育内容や児童・生徒観の相互理

解は大きく進んだものの、小中学校間の教育方法の違いや新しい人間関係等の環境の変化に

起因する、いわゆる「中１ギャップ※35」や教職員の「めざす子ども像」の統一等については

依然として課題となっています。 

 

 

素案Ｐ24（案Ｐ25） 

＜新＞ 

 

③学校等との連携・協力の推進 

ア.団体貸出の推進 

学校に対して団体貸出の利用方法の周知に努めるとともに、市立図書館と学校との

スムーズな本の配送システムの確立をめざします。 

イ.学校訪問・市立図書館見学・出張おはなし会の推進 

積極的に市立図書館職員・司書が学校に出向き、子どもたちに市立図書館の利用方

法やおすすめの本の紹介、読み聞かせを行うことができる体制をつくります。 

また、ボランティアの協力のもと保育所・幼稚園などで出張おはなし会を開催しま

す。 

ウ.司書教諭※ 
・図書担当教諭※ 

・学校図書館司書※ と市立図書館司書の研修・交流の実施 

読書活動の推進や学校図書館の運営・活用に関する研修の実施、情報交換、実践交流

等を行い、司書教諭や図書担当教諭、学校図書館司書の資質向上に努めます。 

エ.児童・生徒の読書意欲を高める取組の実施   

学校の授業や学校図書館を活用して、ＰＯＰ等を作成し、展示をします。また市立

図書館のヤングアダルト向けの行事を活用してもらえるよう働きかけます。 
                                                    

※ 司書教諭 学校図書館法により 12学級以上の学校には必ず置かなければならないとされており、学校図書館の

専門的職務を掌る。 

※ 図書担当教諭 各校における校務分掌上の役割 
※ 学校図書館司書 平成26年度改正学校図書館法により、学校には司書教諭のほか学校司書を置くよう努めなけ

ればならないとされ、専ら学校図書館の職務に従事する。 

 



 

13 

 

 

素案Ｐ23 

＜旧＞ 
 

実施施策 （２）小中一貫教育の推進 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

現状と課題 

子どもたちを取り巻く社会の状況が激しく変化する中、子どもたちが抱える課題が多様化、

複雑化してきていることを受け、義務教育期間を中心とする学校種間の円滑な連携・接続が

求められています。 

・・・・ 

本市では、平成19 年度に「門真市小中一貫推進プラン」の策定に始まり、その後「一貫

教育課程研究委員会」を立ち上げるなど、就学前から義務教育修了までの育ちを見通した取

組の企画や交流を重ねてきました。その結果、小中学校の教育内容や児童・生徒観の相互理

解は大きく進んだものの、小中学校間の指導方法等の違いに起因する、いわゆる「中１ギャ

ップ※35」や教職員の子ども観の統一等についてはまだまだ大きな課題となっています。 

 

 

素案Ｐ24 

＜旧＞ 

 

③学校等との連携・協力の推進 

・団体貸出の推進 

学校に対して団体貸出の利用方法の周知に努めるとともに、市立図書館と学校との

スムーズな本の配送システムの確立をめざします。 

・学校訪問・市立図書館見学・出張おはなし会の推進 

積極的に市立図書館職員・司書が学校に出向き、子どもたちに市立図書館の利用方

法やおすすめの本の紹介、読み聞かせを行うことができる体制をつくります。 

また、ボランティアの協力のもと保育所・幼稚園などで出張おはなし会を開催しま

す。 

・学校図書館司書・図書担当教諭と市立図書館司書の研修・交流の実施 

読書活動の推進や学校図書館活用に関する研修の実施、情報交換、実践交流等を行

い、学校図書館司書や図書担当教諭の資質向上に努めます。 

・児童・生徒の読書意欲を高める取組の実施   

学校の授業や学校図書館を活用して、ＰＯＰ等を作成し、展示をします。また市立

図書館のヤングアダルト向けの行事を活用してもらうよう働きかけます。 
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素案Ｐ30（案Ｐ31） 

＜新＞ 

実施施策（４） 学校図書館の充実 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

現状と課題 

学校図書館の整備等による課題改善をめざして平成 25 年度から学校図書館司書を配置し

ました。配置校においては年間貸出冊数が1,000冊以上増加、また学校図書館の利用時間の

増加等の効果が見られます。 

このことから、学校図書館施設の整備や蔵書を充実させ読書環境を整えることによって児

童・生徒が読書への興味関心を高め、ひいては国語力の育成等にも資するものであります。現

在、学校の状況に応じて、市内８校に学校図書館司書を配置していますが、未配置校の条件整

備を進めるなどの対策が求められています。 

 

今後の方向性 

学校図書館を機能させ、児童・生徒の本や読書に対する興味関心を高めるために、引き続き

学校図書館司書を配置していきます。また、学校図書館が児童・生徒の読書活動の拠点となる

ような環境整備を行うとともに、「読書センター」、「学習センター」、「情報センター」の

３つの機能を強めるため、司書教諭や図書担当教諭の資質向上を図りながら、市立図書館との

連携を深めます。 

 

主な実施事業 （学校教育課・市立図書館） 

① 学校図書館の蔵書の充実及び整備の推進 

司書教諭や図書担当教諭、学校図書館司書も活用しながら蔵書の点検、整理・廃棄、

選書を各校で積極的に実施し、子どもたちの興味・関心を高める蔵書の充実に努めます。

本の装備作業や配架作業を工夫して行い、子どもたちが使いやすい学校図書館整備に努

めます。それとともに、情報化社会に対応できるような機能も持たせていきます。 

② 読書に親しむ機会の充実 

朝読書等の全校一斉読書や読書週間等を実施し、読書活動の推進を図ります。また

PTA や地域、ボランティアと連携しながら、子どもたちへの読み聞かせやブックトー

ク（本の紹介）、マイブックの取組等、読書に親しむ活動の充実を図ります。 

③ 学校図書館司書配置の推進 

学校図書館司書をさらに活用し、学校図書館の充実を図り、本や読書に対する興味・

関心等を呼び起こし、豊かな心を育む読書活動や「読書センター」として機能させてい

きます。 

④ 市立図書館との連携・協力の推進 

市立図書館職員・司書による学校訪問を行うとともに、市立図書館司書と司書教諭、

図書担当教諭、学校図書館司書と読書活動の推進や学校図書館の運営・活用に関する研

修や交流を行います。また、児童・生徒の読書意欲を高める取組を実施します。 
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素案Ｐ30 

＜旧＞ 

実施施策（４） 学校図書館の充実 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

現状と課題 

学校図書館の整備等による課題改善をめざして平成 25 年度から学校図書館司書を配置し

ました。配置校においては貸出冊数の増加や学校図書館の利用時間の増加等の効果が見られ

ています。 

このことから、学校図書館施設の整備や蔵書を充実させ読書環境を整えることによって児

童・生徒が読書への興味関心を高め、ひいては国語力の育成等にも資するものであります。

現在、学校の状況に応じて、市内８校に学校図書館司書を配置していますが、未配置校の条

件整備を進めるなどの対策が求められています。 

 

今後の方向性 

学校図書館を機能させ、児童・生徒の本や読書に対する興味関心を高めるために、引き続

き学校図書館司書を配置していきます。また、学校図書館が児童・生徒の読書活動の拠点と

なるような環境整備を行うとともに、「読書センター」、「学習センター」、「情報センタ

ー」の３つの機能を強めるため、司書教諭の資質向上を図りながら、市立図書館との連携を

深めます。 

 

主な実施事業 （学校教育課・市立図書館） 

①学校図書館の蔵書の充実及び整備の推進 

図書担当教諭や司書教諭、学校図書館司書も活用しながら蔵書の点検、整理・廃棄、

選書を各校で積極的に実施し、子どもたちの興味・関心を高める蔵書の充実に努めます。

本の装備作業や配架作業を工夫して行い、子どもたちが使いやすい学校図書館整備に努

めます。それとともに、情報化社会に対応できるような機能も持たせていきます。 

②読書に親しむ機会の充実 

朝読書等の全校一斉読書や読書週間等を実施し、読書活動の推進を図ります。また

PTA や地域、ボランティアと連携しながら、子どもたちへの読み聞かせやブックトー

ク（本の紹介）、マイブックの取組等、読書に親しむ活動の充実を図ります。 

③学校図書館司書配置の推進 

学校図書館司書をさらに活用し、学校図書館の充実を図り、本や読書に対する興味・

関心等を呼び起こし、豊かな心を育む読書活動や「読書センター」として機能させて

いきます。 

④市立図書館との連携・協力の推進 

市立図書館職員・司書による学校訪問を行うとともに、市立図書館司書と学校図書

館司書、図書担当教諭との研修や交流を行います。また、児童・生徒の読書意欲を高

める取組を実施します。 
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素案Ｐ35（案Ｐ36） 

＜新＞ 

実施施策 （２）学校の自立性の確保 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

③ 効率的な事務体制の構築 

人的管理、施設管理、渉外等の学校事務を整理するとともに、管理職、首席、事務

職員等の役割を明確にし、学校内の事務処理の効率化をめざした学校事務の共同実施

等を通じ、教員の事務負担の軽減を図り、学校裁量の拡大を可能とする事務遂行体制

について検討します。 

 

 

素案Ｐ36（案Ｐ37） 

＜新＞ 

施策の方向１ 継続性のある子育て支援でみんながつながります 

実施施策 （１）家庭への子育て支援 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

現状と課題 

ひとり親家庭や核家族化等の家族形態の変化により、保護者の育児状況が孤立したものと

なり、保護者にとって身近な相談者が減少しているのが現状です。そのような背景を踏まえ、

保護者が利用しやすく、気軽に相談できるよう、さまざまな機会を捉え、相談に応じること

で保護者のニーズを的確に把握し、必要な支援の提供を通して保護者自身の自尊感情を高め

るとともに、子どもたちが健全に育成される環境づくりをめざすことが重要な課題となって

います。 

また、学校での子どもに関する問題の背景には、家庭や保護者に課題があるケースも多く

その対応の際には、子どもだけでなく保護者への支援が必要な場合も多く見受けられます。

そのような支援には、保護者に寄り添ったきめ細やかな対応が必要であるため、学校を一つ

の窓口としながら各機関が連携した相談活動による家庭支援が求められています。 
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素案Ｐ35 

＜旧＞ 
 

実施施策 （２）学校の自立性の確保 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

③効率的な事務体制の構築 

人的管理、施設管理、渉外等の学校事務を整理するとともに、管理職、首席、事務

職員等の役割を明確にし、学校事務の共同実施等を通じて、学校の事務負担の軽減を

図り学校裁量の拡大を可能とする事務遂行体制について検討します。 

 

 

素案Ｐ36 

＜旧＞ 

施策の方向１ 継続性のある子育て支援でみんながつながります 

実施施策 （１）家庭への子育て支援 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

現状と課題 

ひとり親家庭や核家族化等の家族形態の変化により、保護者の育児状況が孤立したものと

なり、保護者にとって身近な相談者が減少しているのが現状です。そのような背景を踏まえ、

保護者が利用しやすく、気軽に相談できるよう、さまざまな機会を捉え、相談に応じること

で保護者のニーズを的確に把握し、必要な支援を提供し、子どもたちが健全に育成される環

境づくりをめざすことが重要な課題となっています。 

また、学校での子どもに関する問題の背景には、家庭や保護者に課題があるケースも多く

その対応の際には、子どもだけでなく保護者への支援が必要な場合も多く見受けられます。

そのような支援には、保護者に寄り添ったきめ細やかな対応が必要であるため、学校を一つ

の窓口としながら各機関が連携した相談活動による家庭支援が求められています。 
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素案Ｐ38（案Ｐ39） 

＜新＞ 

施策の方向２ 子どもの居場所づくりでみんながつながります 

実施施策 （１）子どもの居場所づくりの推進 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

現状と課題 

本市の家庭や子どもたちは、都市化の進展による遊び場環境の喪失や人間関係の希薄化、

経済的格差の拡大による貧困問題の深刻化、また、情報機器の普及によってさまざまな影響

を受けています。そのような中、家庭についても子どもを育む場所という定式的な理解だけ

では捉えきれない虐待等の問題も生起する一方、学校においても児童・生徒の不登校等の問

題が拡大しています。 

虐待、不登校等の問題等が大きい本市においては、放課後に限らず、どの子も多様な体験・

活動を行いながら自尊感情を育み、安全・安心に過ごすことができる居場所を確保すること

が求められています。 
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素案Ｐ38 

＜旧＞ 

施策の方向２ 子どもの居場所づくりでみんながつながります 

実施施策 （１）子どもの居場所づくりの推進 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

現状と課題 

本市の家庭や子どもたちは、都市化の進展による遊び場環境の喪失や人間関係の希薄化、

経済的格差の拡大による貧困問題の深刻化、また、情報機器の普及によってさまざまな影響

を受けています。そのような中、家庭についても子どもを育む場所という定式的な理解だけ

では捉えきれない虐待等の問題も生起する一方、学校においても児童・生徒の不登校等の問

題が拡大しています。 

虐待、不登校等の問題等が大きい本市においては、放課後に限らず、どの子も多様な体験・

活動を行いながら安全・安心に過ごすことができる居場所を確保することが求められていま

す。 
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案Ｐ54 

＜新＞ 

５）その他の状況 

（１）母子世帯・父子世帯の状況 

 表 母子世帯・父子世帯数の推移 

門真市 平成12年度 平成17年度 平成22年度 

一般世帯 54,121世帯 54,772世帯 57,848世帯 

母子世帯 1,149世帯 1,379世帯 1,294世帯 

母子世帯率 2.1％（府下１位） 2.5％（府下１位） 2.2％（府下６位） 

母子世帯率 

（大阪府） 
1.62％ 1.96％ 1.74％ 

父子世帯 162世帯 132世帯 137世帯 

父子世帯率 0.30％（府下１位） 0.24％（府下７位） 0.24％（府下７位） 

父子世帯率 

（大阪府） 
0.20％ 0.21％ 0.17％ 

母子・父子世帯合計 1,311世帯 1,511世帯 1,431世帯 

母子・父子世帯率合計 2.4％（府下１位） 2.8％（府下２位） 2.5％（府下７位） 

母子・父子世帯率合計 

（大阪府） 
1.83％ 2.17％ 1.91％ 

資料：国勢調査 

※母子世帯、父子世帯とは、ひとり親世帯のうち、未婚、死別または離別

の母親あるいは父親と 20歳未満の子どものみで構成される一般世帯 

（２）生活保護世帯数の状況 

     表 生活保護世帯数の推移 

門真市 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

人口 130,188 人 129,179 人 128,135 人 127,505 人 126,310 人 

生活保護受給者数 6,347 人 6,564 人 6,633 人 6,508 人 6,365 人 

生活保護受給率※ 48.8‰ 50.8‰ 51.8‰ 51.0‰ 50.4‰ 

生活保護受給率 

（大阪府） 
29.2‰  32.0‰  33.5‰  34.2‰  ― 

資料：門真市統計書（門真市）、生活保護統計（大阪府） 

※生活保護受給率とは、人口 1,000人あたりの受給者数  

（生活保護受給者数÷人口×1000） 

単位は‰（パーミル、10‰＝１％） 

（３）要保護・準要保護児童・生徒数の状況 
 

     表 要保護・準要保護児童・生徒数の推移 

門真市 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

６歳～１５歳人口 12,350人 12,044人 11,721人 11,354人 10,878人 

認定児童・生徒数 3,756 人 3,774 人 3,776 人 3,460 人 3,329 人 

認定率 30.4％ 31.3％ 32.2％ 30.5％ 30.6％ 

資料：門真市統計書（門真市） 

※要保護とは生活保護を必要とする状態にあるもの。        

準要保護とは要保護者に準ずる程度に困窮していると認めるもの。 
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